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3.6. 「自転車利用環境の整備」 

 

 

 

 

 

 

 

 

国土技術政策総合研究所  

道路空間高度化研究室長 藪雅行

（資料 1 ） 

 

ただいま紹介いただきました、国総研の道

路空間高度化研究室長の藪でございます。

日本における自転車の利用環境の整備をテ

ーマに、最初に自転車の利用状況、事故の

状況、次に先週木曜日に国土交通省と警察

庁から発表されたガイドラインについてご

説明させていただきます。最後に国総研で

の研究に関してご紹介させていただきます。 

 

（資料 2 ） 

○ 自転車は、買物や通勤、通学、子供の送迎等、日常生活における身近な移動手段や、
サイクリング等のレジャーの手段等として、多くの人々に利用されており、自転車の保
有台数は平成20 年時点で約6,900 万台と増加傾向

■自転車及び自動車保有台数の推移
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【出典：自転車保有台数は、(社)自転車協会資料 自動車保有台数は、道路統計年報2007～2010：国土交通省道路局】

自転車施策の背景① ー自転車保有台数は増加傾向ー

1  

我が国における自転車の台数は、年々増加

しており、人口 1 億 2600 万人に対して現

在自転車は 6,900 万台保有されております。 
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（資料 3 ） 

○ 自転車は、５ｋｍ未満の距離帯で交通手段の２割程度を担っており、この距離帯で重
要な都市交通手段となっている

■距離帯別の交通手段別利用割合 距離帯別トリップ手段
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6kmまでは1km刻み、6km以上は、5km刻みの集計値を直線で結んでいる。

5km未満の移動
においては、約２
割のシェアで自
転車が利用され
ている

 
※6kmまでは 1km刻み、6km以上は、 

 5km刻みの集計値を直線で結んでいる。 

 

【出典：平成 17年全国都市交通特性調査（国土交通省）】 

自転車施策の背景② ー距離帯別の交通手段の比較ー

2  

この図は、自転車がどういうところで利用

されているのか示しているものです。おお

むね 5 キロ未満の移動についての利用が多

く、この距離帯では交通手段の 2 割を占め

ています。ヨーロッパ諸国では長距離移動

に利用されているようですが、日本ではこ

ういった短い距離の移動に利用されている

状況です。 

 

（資料 4 ） 

出典：交通事故統計年報（2011年版） （（財）交通事故総合分析センター）

※死者数は24時間死者数

○ 全交通事故死者数は、1992年～2011年にかけて60％減尐
自転車乗車中死者数は、同期間に50％.減尐（全死者数に占める自転車乗車中死者数
の割合が増加）
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自転車施策の背景③ ー自転車関連事故の動向ー

 

次に、自転車関連事故の状況です。青が交

通事故全体の死亡者数の推移を示したもの

で、20年前に較べて約 60％減尐しています。

自転車の事故につきましては赤で示してい

ますが、20年前に較べて 47％減尐していま

す。減尐はしていますが、事故全体に較べ

ると減尐度合いは低く、事故全体に占める

自転車関連事故の割合は増えています。 

 

（資料 5 ） 
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自転車施策の背景④ －自転車対歩行者事故の動向－

交通事故の総件数は、最近10年間で約3割減尐しているが、自転車対歩行者の事故

件数は約1.6倍に増加

出典：警察庁資料

全交通事故件数の比較 自転車対歩行者事故件数の比較

約0.7倍

約1.6倍

2001 2011 2001 2011

4  

次に、こちらは自転車と歩行者の事故の関

係を示した図です。左の交通事故の総件数

をみてみますと、10年間で約 3割減尐して

います。一方で、数は尐ないですが、自転

車と歩行者の事故件数の増加をみてみます

と、この 10年で 1.6倍と、非常に増えてき

ている状況でございます。 

 

（資料 6 ） 
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主な欧州諸都市と比較しても東京や大阪の自転車分担率は比較的高い。

■自転車分担率の海外比較

データ出典：
Urban Transport Benchmarking Initiative Year Two Annex A1 Common 
Indicator Report (欧州), 国勢調査（日本) 
調査年次：
2003年、但しマドリッド（1996）、ワルシャワ（1998）、ローマ（1999）、ロッテルダム
（2001）、ダブリン、スチャバ、ヘルシンキ、ケルン（2002）、コペンハーゲン（2004）、
東京、大阪（2000）

自転車施策の背景⑤ －自転車分担率の海外比較－

5  

自転車の分担率を示したものですが、先程

のコペンハーゲン市のお話で、最近では通

勤通学で 50％というお話がございました

が、各国で指標の取り方の違いはあります

が、日本では大阪市 24％、東京 14％となっ

ています。 
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（資料 7 ） 

○ 自動車・歩行者と分離された自転車通行空間は、わずか約３，０００ｋｍ

自動車から分離された自転車通行空間 約83,600km その他の自転車通行空間 約110万km

歩行者と非分離歩行者と非分離

約80,600km約80,600km 約91,800km約91,800km 約100万km約100万km

※著しく歩行者の通行を妨げることとなる場
合を除き、路側帯を通行することができる

全国の道路 約120万km
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［出典：国土交通省資料、警察庁資料］※延長は道路延長、平成22年4月1日現在

自転車施策の背景⑥ ー自転車通行空間の整備状況ー

6  

次に、我が国の自転車通行空間はどの位あ

るのかを見てみます。日本には 120 万キロ

の道路があり、自動車から分離された自転

車の通行空間は 8 万キロありますが、その

うち、自転車のみの空間は 3,000km で、そ

の他は歩行者と一緒の空間を利用するとい

った整備がされています。 

 

（資料 8 ） 

・2008年1月国土交通省と警察庁が連携し、自転車道や自転車専用通行帯等の整備を

進めるため、全国98地区を「自転車通行環境整備モデル地区」として指定。

・2011年11月から2012年3月にかけ、国土交通省と警察庁が連携し、有識者による検討

委員会を開催。2012年4月、同委員会は、各地域において、ハード・ソフトの取組を進

めるためのガイドラインを早急に作成することを提言。

これまでの取り組み

・「自転車は「車両」であり、車道を通行することが大原則である。例外として歩道を徐行により通行
できる場合がある。」を基本的な考え方として検討。

（参考）提言の基本的な考え方

提言の目次

Ⅰ．はじめに

Ⅰ－１．背景
Ⅰ－２．提言にあたって

Ⅱ．ガイドラインについて
Ⅱ－１．自転車通行空間の計画
Ⅱ－２．自転車通行空間の設計
Ⅱ－３．利用ルールの徹底
Ⅱ－４．自転車利用の総合的な取組

Ⅲ．今後の検討課題について

・道路標識により歩道通行が認められている場合
・運転者が児童、幼児、高齢者等で車道通行が危険である場合
・駐車車両があるなど自転車の通行の安全を確保するためやむを得ない場合

※例外として歩道を徐行により通行できる場合；

7  

これまでどのような取り組みがなされてき

たのかをこちらに示しております。自転車

と歩行者の事故が増えてきたということで、

自転車専用通行帯等、自転車専用の空間を

どのように整備していくのか、2008 年に警

察庁と国土交通省で連携してモデル地区を

設定し、そのモデル地区の中で課題等をき

ちんと整理していこうということで、自転

車通行環境整備モデル地区が指定されてお

ります。これらモデル地区での成果も活用

して、2011 年から有識者による検討会が行

われています。その中で、ハード、ソフト

の取り組みを進めるためのガイドラインを

早急に作成するべきという提言がされてい

ます。こういった提言を受け、2012 年 11

月 29 日に国土交通省と警察庁によってガ

イドラインが策定されております。 

 

（資料 9 ） 

安全で快適な自転車利用環境創出ガイドライン①

・2012年11月29日、国土交通省と警察庁は、提言を踏まえ、各地域において、道路管理

者や都道府県警察が自転車ネットワーク計画の作成やその整備、通行ルールの徹底

等を進めるため、ガイドラインを策定し、道路管理者及び都道府県警察に発出。

（参考）ガイドラインの目次とポイント

Ⅰ．自転車通行空間の計画
○自転車ネットワーク計画の作成を進めるため、計画目標等の設定、自転車ネットワーク路線の選定、

整備形態の選定など計画作成手順を提示
○車の速度や交通量等に応じ、車道通行を基本とした整備形態※の選定の考え方、目安を提示

※自転車道、自転車専用通行帯、車道で自動車と混在する方法等

○整備に当たり道路空間の再配分や道路拡幅の可能性、速度の見直しによる整備形態の変更を検討
するとともに、整備が困難な場合は、整備可能な当面の整備形態、代替路の検討などの対応を提示

Ⅱ．自転車通行空間の設計
○自転車道、自転車専用通行帯、車道混在における設計の基本的な考え方（分離工作物、幅員、路面

表示等）を提示
○直線的に接続するなどの交差点部における設計の考え方を示し、自動車と分離又は混在させる自転

車専用通行帯の対応案を提示 等
Ⅲ．利用ルールの徹底

○以下の３つの観点から利用ルール徹底の取組を提示
・全ての利用者へのルール周知（学校教育、免許証更新時等）
・ルール遵守のインセンティブ付与（児童等への自転車運転免許証の交付、事故の危険性周知等）
・指導取締り（悪質、危険な違反への検挙措置等）

Ⅳ．自転車利用の総合的な取組
○駐停車・駐輪対策として、自転車専用通行帯区間での駐車禁止規制等の実施と取締り等の取組を提示
○利用促進として、自転車マップの作成、レンタサイクル導入等の取組を提示

8  

ガイドラインは主に 4 つの項目から構成さ

れています。ひとつ目が自転車空間の計画、

計画をどのように作っていくか、策定手順、

整備形態の考え方が示されています。2 つ

目が自転車空間の設計、設計の基本的な考

え方が示されています。3 つ目は利用ルー

ルの徹底ということで、自転車利用のルー

ルを徹底していく取組みが示されています。

4 つ目は自転車利用の総合的な取り組みと

して駐停車や駐輪対策等の取り組み方が示

されています。本日は主に 1 と 2 の部分に

ついて私から説明したいと思います。 
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（資料 10 ） 

安全で快適な自転車利用環境創出ガイドライン②

自転車通行空間の計画①
■自転車ネットワーク計画作成手順

計画検討の開始

１）基本方針、計画目標の設定

２）自転車ネットワーク路線の選定

３）整備形態の選定

５）自転車ネットワーク計画の決定

必要に応じて、

自転車ネットワーク計画の作成

４）個別路線の詳細な構造等の検討

■自転車ネットワーク路線の選定

既存の道路ネットワークや計画中の道路から、以下
の①～⑥のような路線を適宜組み合わせて選定

①地域内における自転車利用の主要路線としての
役割を担う、公共交通施設、学校、地域の核とな
る商業施設、主な居住地区等を結ぶ路線

②自転車と歩行者の錯綜や自転車関連の事故が
多い路線の安全性を向上させるため、自転車通
行空間を確保する路線

③地域の課題やニーズに応じて自転車の利用を促
進する路線

④自転車の利用増加が見込める、沿道で新たに施
設立地が予定されている路線

⑤既に自転車通行空間が整備されている路線
⑥その他連続性を確保するために必要な路線

9  

こちらがガイドラインで示されている自転

車通行区間の計画の策定手順になります。

まずは、基本方針や計画の目標を設定する。

それを踏まえて、自転車のネットワーク計

画を作成します。その中では、自転車ネッ

トワーク路線の設定や整備形態をどのよう

にしていくのかを策定していきます。これ

は後程説明します。また、必要に応じて個

別路線の検討を行ってネットワーク計画を

進めていくという仕組みになっています。

自転車ネットワーク路線をどう選定してい

くのか、目安がここに 1~6 で示されていま

す。地域内における自転車利用の主要な路

線や自転車・歩行者の錯綜、自転車関連事

故の多い路線、地域の課題、ニーズに応じ

て自転車利用を促進したいという路線、あ

るいは自転車利用の増加を認める路線、こ

ういった路線を適宜選定してネットワーク

化していくという考え方になります。 

 

（資料 11 ） 

安全で快適な自転車利用環境創出ガイドライン③

当面の整備形態

計画的に本来の
整備形態で再整備

既設の自転車
歩行者道を活用

車道
路肩のカラー化、車道左側
部の車線内やバス専用通
行帯に帯状の路面表示や
ピクトグラムの設置 等

A：自動車の速度
が高い道路（50km/h

を超える等）
B：A,C以外の道路

C：自動車の速度が低く、
自動車交通量が少ない

道路（40km/h以下、
4,000台／日以下等）

自転車と自動車の
分離

構造的な分離 視覚的な分離 混在

整備形態 自転車道 自転車専用通行帯

車道
路肩のカラー化、車道左側部の
車線内に帯状の路面表示やピ
クトグラムの設置

○道路空間の再配分や
道路拡幅の可能性の検討

○整備可能な当面の
整備形態の検討

○交通状況を踏まえた
整備形態の選定

○代替路の選定併行して

・規制速度の抑制を行い、自転車専用通行帯、車道に変
更することも検討

自転車通行空間の計画②
■整備形態の選定

道路空間の再配分や
道路拡幅が困難な場合

10  

続きまして、その整備形態をどのように考

えていくか 3 つ考えがあります。ひとつは

自転車道ということで、自転車空間を構造

的に分離するというもの、2 つ目は一番右

になりますが車と混在させるもの、3 つ目

は、視覚的な分離をして自転車専用通行帯

を設けていくというものです。 

 

（資料 12 ） 

安全で快適な自転車利用環境創出ガイドライン④

11

自転車通行空間の設計①
■単路部の設計【整備例】

 

左上が自転車道、その下が自転車専用通行

帯で、車道の路側の部分を、視覚的に区分

をしてそこを通行するというものでござい

ます。右の写真が車道混在で、車道の中に

ピクトグラム等で注意喚起をしながら、そ

の空間の中で自転車と車が混在しながら通

行するという形態でございます。 

元のスライド（資料 11）に戻りますが、ど
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ういった条件でこれらを適用していくかに

ついて、自動車の速度、あるいは自動車交

通量から、概ねの目安がこのガイドライン

の中で示されています。自動車の速度が高

い道路では構造的な分離がよいだろう、自

動車の速度が低く、交通量も少ない路線で

は、混在型で整備してよいだろう、両方の

中間的なところでは自転車専用通行帯を整

備していくのがよいだろうということを示

しています。地域の実情に応じてこれらを

目安にして検討していくことになります。 

 

（資料 13 ） 

 

これまでのおふたりのお話の中でも、交差

点での事故、交差点での自転車の処理が非

常に重要だという話がありましたが、交差

点についてはこのガイドラインの中ではふ

たつの方式が示されています。ひとつは上

の図でございますが、基本的に自転車の専

用帯を交差点のところまで持ってきて、自

動車と自転車の空間を交差点まで完全に分

離した形にするという形態です。2 つ目は

下図のように、自転車の専用帯を手前で終

わらせ、交差点部分では自転車・自動車が

混在するようにするものです。通行の仕方

としては、車と自転車が並びながら走行す

るというルールを設けるというものであり

ます。上図では、自転車空間が交差点まで

分かれ分離して走行できますが、交差点で

は左折車と自転車の交錯が起きてしまう。

下図については、ルールに従えば交差点で

錯綜は起こらない訳ですが、自動車の間に

自転車が入るということから自転車利用者

に不安感がある、といった課題があります。 

 

（資料 14 ） 

 

ガイドラインを作るにあたり、国総研でも

様々な研究をして参りました。自転車道の

幅員をどのようにしていくか、国総研内に

自転車の実験施設を作り、利用者に実際に

乗っていただいて評価をしていただきまし

た。これは、縁石や柵を設けた場合、被験

者の印象はどのように違うのかを実験した

ものでございます。 
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（資料 15 ） 

Ｑ：実際の道路にこの分離工作物が設置された場合、
走行しやすいと思いますか？

N=61
アンケート調査結果：

幅員1.5mの場合、いずれの分離工作物でも走行しに
くいと感じる人が概ね4割以上。

幅員2.0mの場合、柵の場合に走行しにくいと感じる人
が2～3割程度、縁石5cmの場合、走行しにくいと感じ
る人は1割未満。

幅員2.5mの場合、走行しにくいと感じる人は概ね1割
程度。

幅員2.0m・柵の場合、幅員2.5m・縁石15cmと同程度
の走行しやすさ。

※上記の結果は、交通量の影響は考慮していない。

■走行しにくいと感じた割合＝（やや走行しにくい＋とても走行しにくい）

走行方法 追い越し すれ違い 追い越し すれ違い 追い越し すれ違い 追い越し すれ違い
幅員
1.5ｍ

65.6% 57.4% 52.5% 60.7% 68.9% 62.3%

幅員
2.0ｍ

4.9% 14.8% 19.7% 27.9% 26.2% 18.0%

幅員
2.5ｍ

9.8% 8.2% 4.9% 14.8% 6.6% 11.5%

走行方法 追い越し すれ違い 追い越し すれ違い 追い越し すれ違い 追い越し すれ違い
幅員
1.5ｍ

44.3% 39.3% 52.5% 45.9% 63.9% 60.7% 60.7% 62.3%

幅員
2.0ｍ

9.8% 1.6% 8.2% 9.8% 19.7% 29.5% 19.7% 24.6%

幅員
2.5ｍ

6.6% 3.3% 11.5% 8.2% 6.6% 4.9% 11.5% 9.8%

50%以上 30%以上 10%未満

分離工作物
歩道側

縁石5ｃｍ 縁石15ｃｍ 柵60ｃｍ 柵80ｃｍ

分離工作物
車道側

縁石5ｃｍ 縁石15ｃｍ 柵60ｃｍ 柵80ｃｍ

「安全で快適な自転車利用環境創出ガイドライン」
1.2.1 自転車道 （3）幅員（抜粋）
地形の状況その他の特別な理由によりやむを得ない場合においては、1.5mまで縮小する

ことができる。ただし、縮小する場合は、道路附属物等設置箇所など局所的なものに留め
ることが望ましい。

やむを得ず高さのある分離工作物を設置する場合は、利用者に圧迫感を与えることがあ
ることから、必要に応じて、片側の場合は0.25m程度、両側の場合は0.5m程度幅員に余裕
を持たせることが望ましい。

※下線部が国総研の実験を受け反映されたもの。

自転車利用環境整備に関する国総研の取り組み例②

14  

これが結果ですが、端的に申しますと、柵

を設けると走りにくさを感じるという結果

が出ました。こういった結果を基に幅員を

2m として整備していくということが基本

となってございますけども、柵を設ける場

合には片側には 0.25m 程度の余裕幅を持た

すことが望ましいということがガイドライ

ンに示されています。 

 

（資料 16 ） 

 

今後に関してですが、先ほど交差点の形態

が２つあることを申しましたけども、特に

自転車と自動車が混在するというパターン

は、今まで日本ではあまり取り扱ってこな

かったということもあり、左折自動車、自

転車の交通量、速度などの利用状況ごとに

どういった交差点の形式が望ましいのか、

構内での実験、シミュレーションまたは具

体な整備事例をもとに検討していきたいと

考えているところでございます。 

どういう状況で交錯が起きるか、その頻度

はどれくらいか、その際自転車はどんな挙

動を起こすのか、そういったことを今後調

査しながら、ガイドラインをアップグレー

ドしていきたいと考えております。以上で

発表を終わります。ご静聴ありがとうござ

いました。 

 




